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地方公務員の給与改定に関する取扱い等について 

 

 本日、公務員の給与改定に関する取扱いについて、別紙のとおり閣議決定が

行われました。 

 各地方公共団体においては、今回、地方公務員の給与改定を行うに当たって、

地方公務員法の趣旨に沿い、国における取扱い並びに人事委員会の給与に関す

る報告及び勧告、現下の地方行財政の状況等の地域の実情を踏まえつつ、各地

方公共団体の給与実態等を十分検討の上、下記事項に留意し、議会で十分審議

を行い、適切に対処されるよう期待いたします。 

 なお、地方公営企業に従事する職員の給与改定に当たっても、これらの事項

を十分勘案の上、適切に対処されるよう期待いたします。 

また、貴都道府県内の市区町村に対しても併せて周知されるようお願いいた

します。 

 なお、本通知は地方公務員法第 59 条（技術的助言）及び地方自治法第 245 条

の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

記 

 

第１ 国家公務員の給与改定について 

一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員の給与について

は、去る９月 30 日に人事院勧告が行われ、労働基本権が制約されている現行制

度においては人事院勧告制度を尊重することが基本であるとの考え方の下、真

摯に検討が進められてきたところです。その結果、我が国の厳しい財政状況と

東日本大震災という未曾有の国難に対処するための国家公務員の給与の臨時特

例に関する法律案（以下「給与臨時特例法案」という。）が、今般の人事院勧告



による給与水準の引下げ幅と比べ、厳しい給与減額支給措置を講じようとする

ものであり、また、総体的にみれば、その他の人事院勧告の趣旨も内包してい

るものと評価できることなどを総合的に勘案し、政府としては、既に提出して

いる給与臨時特例法案の早期成立を期し、最大限の努力を行うこととされたと

ころです。 

したがって、人事院勧告を実施するための給与法改正法案は提出しないこと

とされたところです。 

 

第２ 本年の給与改定等について 

１ 地方公務員の給与改定に当たっては、地方公務員法に定める給与決定の諸

原則、人事委員会の給与に関する報告及び勧告等を踏まえ、適切に対処すべ

きであることに留意いただきたいこと。 

２ 人事委員会においては、人事委員会機能を発揮し、地域の民間給与をより

的確に反映させる観点から、公民較差のより一層精確な算定、公民比較の勧

告への適切な反映、勧告内容等に対する説明責任の徹底などの取組を引き続

き行うことに留意いただきたいこと。 

特に、本年も人事院勧告に併せて地域別の官民給与較差が示されているこ

とを踏まえれば、各人事委員会の公民比較結果とその反映について、一層の

説明責任が求められることに留意いただきたいこと。 

３ 人事委員会を置いていない市及び町村については、都道府県人事委員会に

おける公民給与の調査結果等も参考に、地域の民間給与を反映させた適切な

改定を行うことが重要であること。 

４ 給与条例の改正は、議会で十分審議の上行うこととし、地方自治法第 179

条（長の専決処分）の規定に該当する場合を除き、専決処分によって行うこ

とのないようにすること。 

５ 級別職務分類表に適合しない級への格付けを行っている場合その他実質的

にこれと同一の結果となる級別職務分類表又は給料表を定めている場合（い

わゆる「わたり」を行っている場合）等、不適正な給与制度・運用について

は、速やかに見直しを図ることに留意いただきたいこと。 

また、級別の職員構成については、職務給の原則にのっとり職務実態に応

じた厳格な管理に努め、上位級の比率が過大である場合には計画的に適正化

を図ることに留意いただきたいこと。 

６ 一部の地方公共団体において、諸手当の支給に当たって、不適正な運用等

が住民の厳しい批判を受けているところである。諸手当の在り方については、

一般行政職のみならず職種全般について点検し、制度の趣旨に合致しないも

のや不適正な支給方法については、その適正化を図ることに留意いただきた



いこと。 

特に、地域手当については、給料水準の見直しを前提に、原則として国に

おける地域手当の指定基準に基づいて支給地域及び支給割合を定めることに

留意いただきたいこと。 

７ 技能労務職員の給与については、民間の同一又は類似の職種に従事する者

との均衡等に留意し、適正な給与制度・運用とすることに留意いただきたい

こと。 

８ 能力・実績に基づく人事管理を推進する観点から、勤務実績の給与への反

映については、公正かつ客観的な人事評価システムを活用することに留意い

ただきたいこと。また、これが未整備の地方公共団体にあっては、国の人事

評価制度・運用も参考としつつ、公正かつ客観的な人事評価システムの構築

に早急に取り組むことに留意いただきたいこと。 

 

第３ その他の事項 

１ 定員については、地域の実情を踏まえつつ、自主的に適正な定員管理の推

進に取り組むことに留意いただきたいこと。 

２ 給与及び定員の公表については、給与情報等公表システムにより、住民等

が団体間の比較分析を十分行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底する

こと。その際、前年度給与情報等についても併せて掲載する等住民により分

かりやすく情報を提供するという観点からの工夫を積極的に行うべきもので

あること。         

 



 

公務員の給与改定に関する取扱いについて 
 

平成２３年１０月２８日 

閣  議  決  定 
   

１ 一般職の職員の給与に関する法律の適用を受ける国家公務員

の給与については、去る９月３０日に人事院勧告が行われ、労

働基本権が制約されている現行制度においては人事院勧告制度

を尊重することが基本であるとの考え方の下、真摯に検討を

進めてきたところである。その結果、我が国の厳しい財政状

況と東日本大震災という未曾有の国難に対処するための国家

公務員の給与の臨時特例に関する法律案（以下「給与臨時特

例法案」という。）が、今般の人事院勧告による給与水準の

引下げ幅と比べ、厳しい給与減額支給措置を講じようとする

ものであり、また、総体的にみれば、その他の人事院勧告の

趣旨も内包しているものと評価できることなどを総合的に勘

案し、政府としては、既に提出している給与臨時特例法案の

早期成立を期し、最大限の努力を行うこととする。 

したがって、人事院勧告を実施するための給与法改正法案

は提出しないこととする。 

 

２ 特別職の国家公務員の給与については、１の趣旨に沿って対

応することとする。 

 

３ 我が国の財政事情が深刻化している状況に鑑み、行財政改革

を引き続き積極的に推進し、総人件費を削減する必要がある。

そのため、次に掲げる各般の措置を講ずるものとする。 

また、人事評価制度の的確な運用を通じて、能力のある者が

登用され、成果を挙げた者が報われるよう、能力・実績に基づ

く人事管理の徹底を図るものとする。 

 

(1) 予算の執行に当たっては、優先順位の厳しい選択を行い、

経費の節減に努めるとともに、今後、なお引き続き、経費の

見直し・節減合理化を図ること等により、歳出の削減に努力

する。 

 

(2) 国家公務員の定員については、東日本大震災からの復旧・

復興等に適切に対応しつつ、引き続き厳しく業務の見直しや

効率化に取り組み、可能な限り純減を図る。 



 
 

(3) 独立行政法人（総務省設置法（平成１１年法律第９１号）

第４条第１３号に規定する独立行政法人をいう。以下同じ。）

の役職員の給与については、「国家公務員の給与減額支給措

置について」（平成２３年６月３日閣議決定）に沿って、法

人の業務や運営のあり方等その性格に鑑み、法人の自律的・

自主的な労使関係の中で、国家公務員の給与見直しの動向を

見つつ、必要な措置を講ずるよう要請する。また、中期目標

に従った人件費削減等の取組状況を的確に把握するとともに、

独立行政法人及び主務大臣は、総務大臣が定める様式により、

役職員の給与等の水準を毎年度公表する。 

今後進める独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、

独立行政法人の総人件費についても厳しく見直すこととする。 

 また、特殊法人等の役職員の給与についても、同様の考え

方の下、必要な措置を講ずるよう要請するとともに、必要な

指導を行うなど適切に対応する。特殊法人等の役職員の給与

等についても、法令等に基づき公表する。 

 

(4) 地方公務員の給与改定については、各地方公共団体におい

て、地方公務員法の趣旨に沿って適切な措置を講じるととも

に、地方公共団体の定員についても、行政の合理化、能率化

を図り、適正な定員管理の推進に取り組まれるよう期待する。 
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